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仮置場の必要面積に対する面積確保率を算出した結果，次頁の図表 5.34，図表 5.35 のとお

りとなった。 

西条ブロック 2市では，必要面積に対して仮置場候補地が大幅に不足している。 

各市，二次仮置場を除いた一次仮置場のみでも必要面積が確保できておらず，西条市につい

ては特に不足が顕著である。新居浜市も必要面積の 49%で，仮置場候補地のうち多くが避難所

等に指定されているため，実際に使用できる候補地も少なくなることが想定される。検討候補

地の使用を考慮した場合においても，西条ブロック 2市で 51%と不足している。 

よって，西条ブロック 2市については，検討候補地について，仮置場として有効活用できる

よう平時から庁内での調整を図るとともに，発災時においては，被災状況に応じた柔軟な対応

(津波被害により更地となった土地の活用等)が迅速にできる仕組みづくりが必要となる。 

その他，既存の新たな県有地・民有地候補の抽出や工場が被災した場合の工場用地等の有効

活用を可能にする協定の締結等，計画的な対応策を講じる必要がある。 

更には，限られた仮置場を有効に活用するため，処理のスピードを上げ，仮置場での保管の

回転を速くすることも必要である。そのためには，一次仮置場で可能な限り選別し，域内・域

外の既存処理施設で受け入れが可能なものを迅速に搬出していくことが望ましい。 

よって，平時からの既存処理業者との協定締結や海上輸送の検討等，発災後に迅速に処理を

委託し仮置場から搬出可能な仕組みづくり等が必要となる。 

 

図表 5.32 図表 5.34 における各項目の計算方法の説明 

項目 説明 

仮置場候補地合計面積(m2) 仮置場候補地の合計面積(市町有地，県有地，国有地，民有地) 

面積確保率(一次) 一次仮置場必要面積に対する仮置場候補地合計面積の割合 

面積確保率(一次+二次) 一次及び二次仮置場必要面積に対する仮置場候補地合計面積の割合 

 

指定なし(1)(m2) 仮置場候補地の内，避難所等に指定されているものを除いた合計面積 

面積確保率(一次) 一次仮置場必要面積に対する指定なし(1)の面積の割合 

面積確保率(一次+二次) 一次及び二次仮置場必要面積に対する指定なし(1)の割合 

 

図表 5.33 図表 5.35 における各項目の計算方法の説明 

項目 説明 

仮置場候補地及び 

検討候補地合計面積(m2) 

仮置場候補地の合計面積に加え，候補地として検討可能な土地(検討

候補地)の合計面積(市町有地，県有地，国有地，民有地) 

面積確保率(一次) 一次仮置場必要面積に対する検討候補地合計面積の割合 

面積確保率(一次+二次) 一次及び二次仮置場必要面積に対する検討候補地合計面積の割合 

 

指定なし(2)(m2) 
仮置場候補地及び検討候補地合計面積の内，避難所等に指定されてい

るものを除いた合計面積 

面積確保率(一次) 一次仮置場必要面積に対する指定なし(2)の面積の割合 

面積確保率(一次+二次) 一次及び二次仮置場必要面積に対する指定なし(2)の面積の割合 
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図表 5.56 二次仮置場の事例(岩手県大槌地区) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.57 二次仮置場施設(小規模の例) 

 

 

出典：「東日本大震災により発生した被災 3県(岩手県・宮城県・福島県)における 

災害廃棄物等の処理の記録」平成 26年 9 月 環境省東北地方環境事務所 
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4 仮置場への運搬・保管方法(運営方法) 

(1) 仮置場への運搬方法，ルート計画 

災害時に発生する廃棄物には，被災した住民の生活を維持する際に発生する生活ごみと災害

廃棄物があり，収集運搬とそのルート計画に際しては，災害廃棄物の収集運搬だけでなく，生

活ごみについても考慮が必要である。災害廃棄物と生活ごみ(避難所ごみ含む)について，それ

ぞれの留意点を以下のように整理した。 

 

図表 5.58 災害廃棄物の収集運搬とルート計画における留意点 

【災害廃棄物】 

想定される事項 留意点 

・ 通常使用している収集車両が使用でき

なかったり，不足したりする。 

・ 災害初動時以降は，対策の進行により搬

入が可能な仮置場が移る等の変化があ

る。 

・ 仮置場への運搬には，利用できる道路の

幅員が狭い場合が想定される。 

・ 災害初動時は廃棄物の運搬車両だけで

なく，緊急物資の輸送車両等が限られた

ルートを利用することもある。 

・ 地元の建設業協会や産業廃棄物協会等と事前に

協力体制及び連絡体制を確保しておく。 

・ GPS と複数の衛星データを用いることで，変化に

応じて収集車両の確保や運搬ルートの変更の指

示ができるような計画とする。 

・ 2 トンダンプトラック等の小型車両での運搬が必

要になる場合も想定する。 

・ 四国広域道路啓開計画および各県における道路

啓開計画で指定されている緊急輸送路および進

出ルートを把握したうえで，交通渋滞等を考慮し

た効率的なルート計画を検討する。 

・ 災害廃棄物の運搬には住民やボランティアによ

り行われることもあるが，自衛隊等の人命救助や

捜査活動にも配慮し，一般車両の移動制限も想定

した計画とする。 

・ 仮置場からの輸送は，同時に大量の運搬が可能な

鉄道や船を有効利用することで，広域連携に沿っ

た輸送体制を確保し，運搬ルート等を計画する。 

・ ハザードマップ等から処理施設の被災状況等を

事前に想定し，廃棄物の発生場所と発生量から収

集運搬車両の必要台数を推計する。 

・ 解体の運搬や仮置場からの運搬には 10 トンダン

プトラックが使用され，一日あたりの搬出量から

必要な車両台数を計画する。 

・ 運搬車両の積載可能量と積載割合，積載物の種類

を記録して，推定できるようにしておくことも重

要である。 

参考：災害廃棄物分別・処理 実務マニュアル-東日本大震災を踏まえて-(廃棄物資源循環学会) 
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図表 5.59 生活ごみ(避難所ごみ)の収集運搬とルート計画における留意点 

【生活ごみ(避難所ごみ)】 

想定される事項 留意点 

・ 避難所及び被害のなかった地域からの

生活ごみを収集するための車両が必要

となる。 

・ 被災直後は粗大ごみ等の発生量が増え，

通常より廃棄物の収集運搬量が多くな

る。 

・ 通常使用している収集車両が使えない

場合がある。 

・ 生活ごみの場合も仮置場からの運搬に

は大型車両を使うこととなるため，その

確保が必要になる。 

・ 被災直後の混乱の中で収集車両及び収集ルート

等の被災状況を把握する必要がある。 

・ 通常時を超える収集運搬車両や人員の確保が必

要となる。 

・ 他自治体等からの応援態勢を確保しておくとと

もに，相手自治体や都道府県とも調整し，災害時

の具体的な動き方を検討のうえ，遅くとも災害発

生数日後には収集を再開できるように計画する。

また，定期的に訓練を計画する。 

・ 災害廃棄物等の運搬車両と同様に地元の建設業

協会や産業廃棄物協会等とも事前に協力体制及

び連絡体制を確保しておくことが重要である。 

・ 各市から抽出した仮置場候補地のデータを参考

に，仮置場の設置場所を想定し，災害廃棄物後の

交通渋滞を考慮した避難所等からの収集運搬ル

ートを定める。 

参考：災害廃棄物分別・処理 実務マニュアル-東日本大震災を踏まえて-(廃棄物資源循環学会) 
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なお，東日本大震災における収集運搬については「東日本大震災により発生した被災 3県(岩

手県・宮城県・福島県)における災害廃棄物等の処理の記録」において実際に行われた事例が

報告されている。以下にその事例についてまとめたものを記述した。 

 

図表 5.60 収集運搬とルート計画における事例と留意点 

【陸上輸送面の対応】 

・ ダンプトラックによる運搬においては，安全運行と混雑の解消を図るため，通勤・通学時間

帯を避け，GPS と交通規制渋滞情報を活用した運行管理システムを採用しルート変更により渋

滞場所を避けること，できるだけ大型車両を運用して通行台数を削減すること等に留意した。 

・ 運行ルート設定においては，通学路を避け，右折をしないルート設定を検討した。 

・ 安全運転面においては，ダンプトラックには事業別の所属ゼッケンを装備し，県警交通課の

指導により安全運転を励行するとともに，シートがけの徹底による落下・飛散防止等を励行

した。道路粉じん対策についても，散水を定期的に行うことで配慮した。 

 

【海上輸送面の対応】 

・ 半島部では 1 本の主要道路だけのところは災害廃棄物運搬車両通行により大渋滞をきたすた

め，船による輸送を行い，渋滞回避をはかった。 

 

【災害廃棄物等の搬出入管理】 

・ 災害廃棄物等及びリサイクル資材・処理残渣物は，計量機による計量・管理を行い，処理実

績を記録することで過積載防止が遵守された。また，災害廃棄物等を搬送する際には，搬出

計量時に放射性物質の空間線量率の測定を実施し，安全を確認した。 

 

【その他の課題】 

・ 運搬車両の確保においては，災害廃棄物・津波堆積物量が多かったため，二次仮置場への搬

送・処理後の再生資材の搬出等，様々な分野で運搬車両の需要が大きく，さらに，他の復旧

事業等もあり，事業者がすでに確保しているダンプトラックでは足りないこともあった。 

・ 関係機関との調整においては，特に初期の段階では運搬車両の通行に関して多くの苦情が寄

せられたこともあり，警察・海上保安庁等から運行ルートの指示を得る等，関係機関との調

整を頻繁に行う必要があった。 

出典：「東日本大震災により発生した被災 3県(岩手県・宮城県・福島県)における 

災害廃棄物等の処理の記録」平成 26年 9 月 環境省東北地方環境事務所 
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(2) 保管方法(運営方法) 

被災現場から一次仮置場への運搬，一次仮置場から二次仮置場への運搬，その後の再生利用

先や最終処分場への運搬は基本的に各市が実施することとする。 

ただし，実際に災害が発生した際に，全ての収集運搬を市が負担することが困難である場合

も想定されるため，国や県等からの支援が必要な部分を市毎に確認しておく必要がある。 

なお，県は被災を受けた市町村全体への対応があるため，個別市町村への支援を十分に行う

ことが困難であり，場合によっては国による市への支援活動が必要となる。 

また，各仮置場，最終処分場への搬入の際に分別の不十分な混合廃棄物が送られることで，

処分場での分別作業に労力が必要となり，処理が進まないといった状況が想定されるため，仮

置場の運営にあたっては，廃棄物の分別，保管に関するノウハウのある地元業者に委託するこ

とが望ましい。 

収集運搬と同様，仮置場の保管方法においても「東日本大震災により発生した被災 3 県(岩

手県・宮城県・福島県)における災害廃棄物等の処理の記録」において実際に行われた事例と

留意点が報告されている。以下にそれらをまとめたものを記述した。 

 

図表 5.61 仮置場の保管，運営における事例と留意点 

・ 種類毎の置場の略図を印刷し，市民に配布して分別への協力を求めた。 

・ 業者による搬入を止めるため，被災者かどうか住所を運転免許証で確認してから，市民の

仮置場への入場を認めた。業者が被災者から委託されて搬入する場合には，依頼書を持参

することとした。 

・ 中には分別仮置きに不満を訴える市民もいたが，ルールを守らない場合には積み下ろしを

拒否するといった措置をとった。 

・ 被災住民がすぐそばには運搬ができないのではと考え，災害廃棄物を分別して自宅敷地内，

または通行の支障にならないように自宅に面する道路脇に出してもらい，無料回収するこ

とも行った。 

・ 発災後の混乱した時期には，市民が自ら持ち込める仮置場が住宅地のそばに設置されるこ

とは歓迎されたが，片付けが一段落すると迷惑施設と認識が変わり，衛生上の観点からも

できるだけ早く撤去することが迫られた。 

・ 仮置場における災害廃棄物の受け入れや持ち込み時の指導に関するマニュアルがあった方

がよい。一次仮置場での分別・指導マニュアルがなかったために，仮置場毎に担当者独自

のルールに従うことになった。このため，指導が緩やかだった仮置場に便乗ごみが多くな

った。 

出典：「東日本大震災により発生した被災 3県(岩手県・宮城県・福島県)における 

災害廃棄物等の処理の記録」平成 26年 9 月 環境省東北地方環境事務所 
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5 今後の課題 

西条ブロック 2市における仮置場候補地の検討の結果，以下のことが課題として挙げられる。 

 

図表 5.62 課題と今後必要となる検討項目 

課題 今後必要となる検討 

・ 各市及び西条ブロック全体で仮置場

面積の大幅な不足が見られる。 

・ 検討候補地(県有地，国有地，民有地)

の使用を考慮に入れた場合において

も，必要面積に対する面積確保率が

低い。 

 

・ 今回集約，整理した市有地のみならず，県有地や国

有地の仮置場候補地としての更なる検討・調整が必

要となる。 

・ 仮置場の面積が現状ではほとんど確保できていな

い状況を鑑み，大規模な面積を有する民有地の調

査，整理を実施し，民有地借上の手続きを取ってお

く等の準備が必要となる。 

・ 発災時に仮置場候補地としての使用を考慮した土

地の確保(新規事業による土地造成等)の検討が必

要である。 

・ 被災時に利用できなくなった土地の活用等，柔軟な

対応が求められる。 

・ 西条市においては面積確保率が特に

低いため，今後，複数の追加候補地

を抽出した場合においても，必要面

積を確保するのは厳しい状況であ

る。 

・ 新居浜市は仮置場候補地として複数

の土地を整理しているが，避難所等

に指定されている土地や島嶼部に位

置する土地もあり，実際に機能する

土地は少なくなると考えられる。 

・ 限られた仮置場を有効に活用するため，一次仮置場

での選別を迅速に行い，既存処理施設(域内・域外)

へ搬出することで，保管の回転を速くする対策が必

要である。 

・ 西条市，新居浜市においては緊急輸送路及び道路啓

開順位の高い道路が市の中心部に位置しているた

め，それらのルート計画を考慮した近隣市町の既存

処理施設へ搬出するための計画が必要である。 

・ 海上輸送による域外の既存処理施設での処理計画

及びその際の海上啓開計画の検討等が必要である。 

・ 廃棄物の運搬及び仮置場の運営に関

しては各市，県のみで行うことが困

難なことが想定される。 

・ 仮置場の運営や廃棄物の回収は，地元業者に委託す

ることが望ましい。特に運営に関しては，ノウハウ

を有する業者が分別等を行うことで，迅速な処理対

応に繋がる。 
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その他，東日本大震災発災時において，仮置場面積の確保のため行われた事例を，参考文献及

び東北(石巻市，仙台市，宮城県)におけるヒアリング結果により整理した。 

 

・ 二次仮置場にあたる土地は，津波被害による災害廃棄物が多かったため，沿岸地区の都市公園

および国有林用地を確保し，造成した。(仙台市) 

・ 県有地における未利用地を用途(仮設住宅等)を限定せずにリストアップし，把握しておく必要

がある。 

・ 公園計画地等，面積が大きく，用途が計画されている段階の土地を利用した。 

・ 津波により砂防林や防風林がなくなった更地を利用した。(石巻市) 
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第 6 処理体制 

発災後の処理体制(災害廃棄物処理以外の対応も含む)については，現状のごみ処理体制や地域

防災計画を踏まえるとともに，東日本大震災を経験している石巻市，宮城県等のヒアリング結果

等を参考に，以下のとおり検討した。 

 

1 役割 

(1) 市 

各市の庁内の体制は，基本的に，各市の地域防災計画等に基づき構築する。 

理想的な体制としては，災害対策本部の直下に「災害廃棄物対策チーム」を設置することが

望ましい。 

災害廃棄物対策チームは，災害廃棄物対応部局(廃棄物部局)を主体として構成し，関係部局

の応援を得ながら，災害廃棄物処理に関する実務を総括的に実施する役割を担う。 

部局間の相互調整や工程管理等を行い，関係部局と連携し実務を遂行する。 

また，県や西条ブロック 2市との連携・調整を行い，災害廃棄物対応の推進を図る。 

関係部局は，災害廃棄物対策チームと連携し，各部局の役割を遂行する。 

 

図表 6.1 庁内の役割分担と組織 

災害対策本部 ◆被災状況等の情報収集 

◆初動対応・復旧に向けた関係者による調整，意思統一，意思決定 

◆庁内の統制，災害廃棄物対策チームとの連絡・調整 

 

・市長・町長，各部長 

・自衛隊，消防，警察，

病院 

・JR，電力会社，NTT 等 

 

災害廃棄物対策チーム ◆災害廃棄物処理に関する実務の総括 

・本部からの情報把握，対応についての関係部局間調整 

・各部局の対応状況の把握(進捗状況管理)及び工程管理 

・県への状況報告・支援要請 

・2市間連携，支援要請 

・建設業協会，産業廃棄物協会等，関係団体への(県を通じた)支援

要請 

・災害対策本部への状況報告 

・各部局の実務担当者 

(廃棄物部局が主体) 



 

152 

 

 

関係部局 ◆実務対応(災害廃棄物対策チームのサポート) 

災害廃棄物対応部局 

(廃棄物部局) 

◆災害廃棄物処理対応 

・災害廃棄物等発生量推計，処理実行計画の策定 

・市民対応，広報 

・仮置場設置，運営・管理 

・災害廃棄物処理(片付けごみ含む) 

・廃棄物処理業者への委託 

・補助金申請関係 

◆廃棄物処理対応 

・生活ごみや避難所ごみ，し尿処理等の対応(収集，処理) 

環境部局 ・環境モニタリング 等 

土木部局 

◆初動対応 

・ガレキ撤去 

・家屋の応急処理の判定・家屋解体 

・道路啓開，ライフラインの復旧 

・建設業協会(建設業者)との連携・調整，委託 

・必要経費の積算 

建築部局 ・仮設住宅の設置 等 

総務・その他部局 

◆庁内窓口・各種調整(全体サポート) 

・庁内窓口，庶務，物品管理 

・組織体制整備 

・必要人員調整，派遣・ボランティア等受入対応 

・自衛隊等要請 

・遺体の仮埋葬等 

・家屋の罹災手続き・解体受付 

・仮置場開設に係る所管している土地の調整・手続き 

・予算管理，委託・契約事務(関係民間業者等) 

 

関係団体 

自衛隊・消防 ・人命救助，野営場設置 

建設業協会・建設業者 ・道路啓開等，土木部局担当の実作業を実施 

一廃許可業者 ・資機材や人員の支援等，災害廃棄物対応部局担当の実作業を実施 

産業廃棄物協会・処理業者 ・資機材や人員の支援等，災害廃棄物対応部局担当の実作業を実施 
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(2) 県 

愛媛県は，県全体の災害対応を行う必要があることから，処理計画に準じた庁内の体制を構

築し，2市間の連携支援や市からの各種要請に対する迅速な対応を行うことが期待される。 

このためには，平時からの各市及び県の災害廃棄物担当者との連絡体制の構築や，定期的な

合同意見交換会等の顔合わせの場の設定(開催)に主体的に取り組む必要がある。 

道路啓開や家屋の解体における業者の支援については，建設業協会を通じての支援要請，県

内処理施設の受入調整のための産廃処理業者への処理支援については，産業廃棄物協会を通じ

ての支援要請，その他，各種関係団体への要請について，県が窓口となって行うことが求めら

れる(団体への窓口の一本化)。 

また，県外(域外)での広域処理等の協力については，県から国(環境省中国四国地方環境事

務所及び中国四国ブロック協議会)へ要請し，国は，D.Waste-Net 等を通じて，各市への支援が

行われることが期待される。 

仮置場については，一次仮置場，二次仮置場とも面積不足であることから，平時からの仮置

場候補地のリストアップとスムーズな手続きが可能なシステムを構築しておくことが望まれ

る。 

また，市からの処理委託を受けた場合，二次仮置場の設置・運営を行う必要がある。 

 

図表 6.2 県の役割 

愛媛県 

◆2市間の連携支援，各種支援要請対応 

◆国や各種団体への支援要請，県内処理施設の受入調整 

◆二次仮置場の設置・運営(市からの委託を受けた場合) 

 

(3) 国 

環境省中国四国地方環境事務所は，中国四国ブロック協議会と他の地域のブロック協議会と

の連携，あるいは，D.Waste-Net との連携により，市が県を通じて要請した事項に対する支援

が期待される。 

特に，本計画における災害廃棄物処理の方針は，域内(市内，県内)処理を基本とし，域内処

理できないものについては，経済性，仮設処理施設の設置困難性(住民説明，製造プラントメ

ーカー不足等)，既存処理施設の有効活用等の観点から，域外処理施設との連携・処理を優先

に考えている。(状況に応じて仮設処理施設の設置も検討) 

このため，域外処理施設や海上輸送に関して，平時からの具体的な検討・準備・調整及び発

災後の調整・連携支援等が期待される。 

なお，各市においては，国の支援も得ながら，広域の関係者との協定締結等の準備を積極的

に進めておくことが必要となる。 

 

図表 6.3 国の役割 

環境省 
◆県(各市)からの支援要請対応(広域連携対応) 

◆域外処理のための域外処理施設や海上輸送に関する調整・連携 
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2 処理体制図 

前項 1で検討した役割分担を基に，市の庁内処理体制及び県，国，関係団体との連携体制につ

いて，図表 6.4 に示した。 

 

図表 6.4 処理体制図(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛県

災害対策本部

※県の計画に準じた体制
総括責任者

総務担当

計画担当

処理担当

経理担当

土木部署等関係部局

各市災害対策本部

※各市の地域防災計画に準じた体制

各市

災害廃棄物対策チーム

【廃棄物部局主体】

関係団体

・建設業協会

・産業廃棄物協会

・その他団体

地域ブロック協議会

D.Waste-Net

中国四国地方環境事務所

土
木
部
局

総括責任者

総務担当

愛媛県

災害廃棄物対策組織

（県民環境部）

民間業者

・建設業者、解体業者

・産廃処理業者 等

支援・協力

支援・協力

支援・協力

処理担当

初動対応班

解体撤去班

仮置場班

処理班

住民窓口担当

経理担当

各市

災害廃棄物対策チーム

【廃棄物部局主体】

各市災害対策本部

総
務
・
農
林
・
水
産
・
環
境
部
局
等
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第 7 今後の課題・取組方針 

 

1 実効的な各市の災害廃棄物処理計画の策定と定期的な更新 

各市において，早急に基本的な処理計画を策定するとともに，仮置場毎のレイアウト案の検討

等，処理計画の中で具体的に検討されていない事項について，処理計画を深堀し，最新の知見も

加えながら，継続的な検討と定期的な更新を行うことが必要である。 

 

2 平時からの発災時処理体制の構築 

発災時には通常の生活ごみ等に加え，災害廃棄物の処理が加わることから，収集車両の不足や

処理に関する人員の不足が想定される。 

このため，平時より車両や人員の確保(融通)について検討し，処理計画に盛り込む必要がある。 

 

3 平時からの住民対応と広報・周知 

発災時の片付けごみ等の効率的な収集及び仮置場に住民が直接持ち込む場合にスムーズな持

込みと適正な分別を可能とするために，平時から片付けごみ等の対応マニュアルを準備し，持込

み方法や分別種類等を広報・周知しておくことが望ましい。 

 

4 平時からの関係者会議，合同演習等の実施 

庁内関係部局，近隣市町村，愛媛県等，大規模災害時に連携を図る必要のある関係者との平時

からの連絡・協力体制を構築・強化していくことが重要である。 

 

5 計画・取組の継承 

各市については，いつ発災するかわからない大規模災害に備え，その危機意識や検討・訓練等

のノウハウを後の担当者に引き継いでいく必要がある。 

このため，長期的なスパンでのノウハウの継承を見越した人材育成や人員配置及び近隣市町村

や県，国，研究機関等との人脈の継承を見越した活動(ブロック協議会への参画等)を計画的に行

っていく必要がある。 

 

6 必要な関係者との協定の締結促進 

現時点で協定の締結がなされていない県内や県外の処理業者，関係団体(産業廃棄物協会，建

設業協会，解体業協会等)，他市町村(収集運搬車両や処理施設運営のための人員確保目的等)，

民間企業(工場が被災した場合の仮置場としての利用)等，連携が必要であると考えられる関係者

との協定締結を推進する必要がある。 
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7 計画的な仮置場の確保 

本計画において，西条ブロック 2市では仮置場の面積不足が明確になった。 

このため，既存の新たな県有地，民有地の抽出や近隣市町村との連携(仮置場の融通)，あるい

は廃校等を中心とした学校のグラウンドの活用や被災時に利用できなくなった場所の活用等，

様々な工夫が必要となる。 

県有地については，必要に応じて各市から県に要望し，協議・調整を図ることが望ましい。 

また，民有地についても，あらゆる候補を抽出し，事前協議や協定を締結しておく必要がある。 

 

8 大規模災害時に海上輸送を可能とする具体的検討 

西条ブロック 2市では，仮置場面積不足を少しでも解消するために，迅速な災害廃棄物処理が

求められ，それを行うには，港湾に近い仮置場で仮置きし，粗選別した災害廃棄物を海上輸送に

より速やかに域外搬出していくための検討が必要である。 

また，本計画における処理の方針として，域内処理を最優先とし，域内処理できない場合は，

県外での既存処理業者による域外処理，もしくは仮設処理施設での処理を想定している。 

よって，海上輸送方法(荷姿・船種等)をはじめ，沿岸部の仮置場やコンテナ保管場所の計画，

耐震強化岸壁の整備・利用調整，荷役施設の調達，岸壁や航路の水深確保(海上啓開)のための対

策，搬出先の災害廃棄物の受入港や保管場所の確保(想定)等，海上輸送を見越した具体的な検討

を進めておくことが必要である。 

 

9 大規模災害対応システムの整備 

発災後にスムーズな災害対応を行うためには，処理施設や仮置場の融通等，2市間連携が可能

となるよう，GIS 等を用いて各種データを蓄積し，被災状況等を統括的に把握し広域で情報共有

できるシステムの整備が望まれる。 

また，災害廃棄物発生量の算定等を可能とする等，各種必要な機能を整備することで，発災時

に迅速で実効的な対応・連携が行えるようにしておくことが望ましい。 
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第 8 意見交換会・現地調査 

 

1 第 1回実施 

 

(1) 意見交換会(第 1回) 

 

ア 開催概要 

(ｱ) 日時・場所 

日時：平成 29 年 9 月 8日(金) 13：30～15：30 

場所：西条市役所 5 階大会議室 

 

(ｲ) 議事内容 

〇事業実施方針について 

・事業内容 

・各市のごみ処理の現状と課題(一般廃棄物処理の現状，災害廃棄物に係る問題点) 

〇検討事項について 

・愛媛県の災害廃棄物処理計画(概要)について 

・災害廃棄物の発生量，発生場所の予測・推計について 

・適正な利活用の検討(処理・利活用)について 

・仮置場及び最終処分場の候補について 

〇その他(現地調査について，次回意見交換会日程調整，情報提供のお願い 等) 

 

(ｳ) 配布資料 

出席者名簿，配席図 

資料 1-1 四国地域ブロックにおける災害廃棄物処理計画作成モデル事業について 

資料 1 業務計画書 

資料 2 愛媛県災害廃棄物処理計画(抜粋) 

資料 3 各検討項目の検討方針及び意見交換内容/別紙 

資料 4 その他事項(現地調査等について) 

 

イ 議事概要 

次頁の図表 8.1 に，意見要旨を整理した。 

なお，議事録は資料編に掲載した。 
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ウ 意見交換会(第 1回) まとめ 

 

図表 8.1 第 1 回意見交換会での意見要旨 

項 目 課 題 要 望 意 見 

発生量 - - - 

処理困難物 ・公衆衛生面で緊急性を

要するもの(畜産物，

水産廃棄物，漁業系廃

棄物)はどのように抽

出していくか検討す

る必要がある。(環境

省) 

・リサイクル関係で，セ

メント会社は高知県

の 1社しかなく，どの

程度引き受けてもら

えるか不明。(愛媛県) 

- 

・公衆衛生面で腐敗性，可燃性の高い

ものを優先的に処理する必要があ

り，タイヤ等優先順位の低いものと

の仕分けが必要。(高橋先生) 

・化学物質は企業努力が必要な部分。

(高橋先生) 

・PRTR 物質は災害時に問題となる物質

を候補とするべきである。(産業廃棄

物協会) 

・廃棄物が多く発生すると考えられる

事業場の状況は両市と協議して，調

査が必要。(産業廃棄物協会) 

仮置場 ・新居浜市，西条市は仮

置場としての県有地

がなく，島への仮置場

の検討も必要な状況

(愛媛県) 

・仮設住宅の候補地が決

まってきており，その

土地は仮置場として

の使用はほぼ不可。

(愛媛県) 

・一次仮置場での徹底分

別を行うのに必要な

面積の土地を確保で

きない。(新居浜市) 

・一次仮置場から二次仮

置場へいかにスムー

ズに運搬できるかの

検討が必要。(高橋先

生) 

 

・基本的に一次

仮置場で徹底

分別を優先し

ていただきた

い。(愛媛県) 

 

・情報交換が重要。平時からの関係担

当者の連絡と情報共有が必要。 

計画策定と同時に，一度シミュレー

ションを実施するのが望ましい。 

(高橋先生) 

・津波の影響で稼働ができなくなる施

設の強靭化のため，予算確保，支援

が望ましい。(高橋先生) 

・小規模分散型の一次仮置場が良い。

二次仮置場は広大な敷地を持つ民間

業者の協力が必要。(高橋先生) 

・行政のみで処理を実施するのは困難

であるため，小学校区毎の仮置場が

良い。(西条市) 

・仮置場の面積が狭くても，細かく分

別し，頻繁に回収することが必要。

(産業廃棄物協会) 

・小規模分散型だと分別がおろそかに

なるほか，人手の確保や余分な経費

等の問題が考えられるため，数か所

セットで分別するといった工夫が必

要。(環境省) 

・仮置場候補地として採石場等を運営

している企業にもヒアリングが必

要。(愛媛県) 
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項 目 課 題 要 望 意 見 

体制 ・県土木とは地震想定の

情報伝達訓練を行っ

ているが，災害廃棄物

の概念はない。(建設

業協会) 

・一次仮置場で徹底分別

を行う場合，どういう

人が動いてくれるか

を明確にする必要が

ある。(高橋先生) 

・発生量を踏ま

え，災害廃棄

物処理に対す

る啓発を早め

に行ってほし

い。(建設業協

会) 

・初動時にどこ

までやる必要

があるかとい

う内容を，簡

潔に早めに発

信していただ

きたい。(建設

業協会) 

・業者は緊急対応は確実に実施するが，

災害廃棄物処理に対しての意識は低

いと思われるため，県土木との情報

伝達訓練の連携も必要。(建設業協

会) 

・緊急性，処理困難物の連携は事前の

検討が必要。(高橋先生) 

・自治体の理解が得られるようなマニ

ュアル等があった方が良い。できれ

ば，自治体毎に廃棄物に関するリー

ダー育成ができれば良い。(高橋先

生) 

 

 

 

図表 8.2 各市の災害廃棄物処理に関する課題 

市 課 題 

西条市 ・災害廃棄物に対する教育訓練が必要。 

・主に液状化や津波による災害廃棄物が主になると思われる。 

・仮置場の確保が主な課題であり，避難所との調整等，関係部局と調整を行いながら

用地を選定している状況。 

新居浜市 ・仮置場候補地として挙げられるのは，小規模な公園程度しかなく，分別・仮置を十

分に行える面積を有した土地の確保が困難。 

・仮設住宅の候補地も併用されていて重複していることも課題として挙げられる。 

 

第 1回意見交換会の様子 
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(2) 現地調査(第 1回) 

 

ア 開催概要 

(ｱ) 開催日 

平成 29 年 11 月 1 日(水) 

 

(ｲ) 調査内容 

仮置場候補地の調査 

 

(ｳ) 調査工程 

 

9:30         西条市役所 集合 

 

9:30～9:40      概要説明(西条市役所前) 

9:40      西条市役所 出発 

 

↓(約 10 分) 

 

9:50     1：西条市仮置場候補地①・・・・・・・(約 20 分) 

 

↓(約 25 分) 

 

10:35     2：新居浜市仮置場候補地①・・・(約 20 分) 

 

↓(約 25 分) 

 

11:20     3：新居浜市仮置場候補地②・・・・・・・・・・(約 20 分) 

 

↓(約 25 分) 

 

12:05     4：西条市仮置場候補地②・・・・・・(約 20 分) 

 

↓(約 15 分) 

 

12:40       西条市役所 到着 
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イ 調査状況 

 

西条市仮置場候補地① 

 

 

 

 

 

 

 

 

西条市仮置場候補地② 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜市仮置場候補地① 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜市仮置場候補地② 
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(3) 合同会議【参考】 

第 1回意見交換会での各種意見を踏まえ，今後の調査・検討及びとりまとめの方向性，重点

的な検討を希望する事項等，モデル事業に関するベクトルあわせを目的とした合同会議を開催

した。 

 

ア 開催概要 

(ｱ) 日時・場所 

日時：平成 29 年 11 月 1 日(水) 13：30～ 

場所：西条市役所 2F 201 会議室 

 

(ｲ) 議事内容 

〇仮置場のとりまとめの方向性 

・現時点の検討・とりまとめイメージ，要望・意見 

・一次・二次の役割，分別・処理 

・仮置場不足に対する対応案 等 

〇処理のとりまとめの方向性 

・現時点のとりまとめイメージ，要望・意見  

・市の処理施設の搬入ルール 

・人員・資機材不足に対する対応案 等 

〇処理体制のとりまとめの方向性 

・広域(県外含む)連携について 等 

(災害廃棄物処理対応組織，統括窓口，連絡体制 等) 

〇その他 

 

(ｳ) 配布資料 

・次第，出席者名簿 

・意見交換会での要点(まとめ) 

・処理体制 素案 

・仮置場候補地の分布図 

 

イ 議事概要 

議事概要については，資料編に添付した。 
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2 第 2回実施 

 

(1) 意見交換会(第 2回) 

 

ア 開催概要 

(ｱ) 日時・場所 

日時：平成 30 年 2 月 13 日(火) 14：00～16：00 

場所：西条市役所 5階会議室  

 

(ｲ) 議事内容 

〇検討結果(報告書案)について 

・災害廃棄物・処理困難物発生量について 

・処理・利活用について 

・仮置場候補地について 

・処理体制・今後の課題について 

・その他全体補足 

〇今後の予定 

・とりまとめ方法・留意事項 

・今後の工程・依頼事項 

 

(ｳ) 配布資料 

出席者名簿，配席図 

資料 1 報告書案 

資料 2 とりまとめ方法・留意事項 

資料 3 今後の工程・依頼事項 

 

イ 議事概要 

次頁の図表 8.3 に，意見要旨を整理した。 

なお，議事録は資料編に掲載した。 
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ウ 意見交換会(第 2回) まとめ 

 

図表 8.3 第 2 回意見交換会での意見要旨 

項 目 意 見 

発生量 ・発生量推計値が県の数値と異なっているのではないか。不燃物，コンクリートがらの

数値が大きく異なるように思う。(新居浜市) 

処理 

困難物 

・船舶用の燃料や重油が処理困難物となる可能性がある。(高橋先生) 

・し尿固化物について，トイレの種類や特徴，処理方法等の具体的事例を整理していた

だきたい。マンホールトイレは可能であれば設置した方が良い。(高橋先生) 

処理・ 

利活用 

・現実として，県外に搬出した時に，受け入れてもらえるかどうかが問題である。二次

仮置場に仮設の焼却施設を組み込んでいないが，組み込む方が県外搬出よりも現実的

かもしれない。どちらが良いかを詰めて考えた方が良い。(高橋先生) 

仮置場 ・学校は，避難所や仮設住宅の予定地となっている。また，仮置き期間中，学校が使用

できなくなるため考えにくい。(新居浜市) 

・宮城県，岩手県は学校も使用していた。学校を使わざるを得ない状況が発生するかも

しれない。そうなると，住民用仮置場に位置付ける可能性もある。(高橋先生) 

・学校等も，候補として踏み込んで考える必要がある。地域住民の理解が得られるかが

重要と考えている。(西条市) 

・仮置場の管理についての情報が欲しい。必要な人員，委託関係等事例があれば教えて

いただきたい。(新居浜市) 

・一次仮置場の運営が重要と考えている。(産業廃棄物協会) 

・面積に応じて，品目の分類方法が分かるよう整理する必要がある。九州北部豪雨や熊

本地震の事例では，仮置場の受付は市町が行なっていた。その事例等を収集し報告書

に例示すれば使いやすい資料になる。(産業廃棄物協会) 

処理体制 ・建設業協会は，県の災害対策本部からの要請となる。災害対策本部から関係団体に矢

印を引いていただきたい。(愛媛県) 

・実際は市の災害対策本部とのやりとりとなるが，依頼は県からとなるため，県と繋が

っている体制で良い。(建設業協会) 

・人員を確保するためには他の部局からも人を集めチームを組む必要がある。(環境省) 

・ボランティア対応の記載があったほうが良い。最低限，受入窓口と市町の体制につい

て記載した方が良い。(高橋先生) 

全体 ・抽出された課題の優先順位が必要。(高橋先生) 

 

第 2回意見交換会の様子 
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(2) 現地調査(第 2回) 

 

ア 開催概要 

(ｱ) 日時・場所 

日時：平成 30 年 2 月 13 日(火) 10:30～12：00 

場所：オオノ開發株式会社 環境科学研究センター(オオノ・ラボ) 

 

(ｲ) 調査目的 

大規模災害時の災害廃棄物の処理・処分の対応について，受入可能な災害廃棄物種類，

処理方法，受け入れの考え方，現時点の協定状況等について把握し，西条ブロックにおけ

る処理計画策定モデル事業の参考とする。 

 

(ｳ) 現地調査行程・ルート(計画) 

10：30～ 10：40  モデル業務説明 

10：40～ 10：55  事業説明(オオノ開發㈱) 

10：55～ 10：45  施設見学/焼却炉，最終処分場 

10：45～ 12：00  意見交換(質疑) 

※当日は順序，時間の変更あり 

 

(ｴ) 配布資料 

出席者名簿 

資料 1 オオノ開發株式会社パンフレット 
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イ 調査状況 

 

事業説明・意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

焼却施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受入ピット                 汚染土壌洗浄プラント 

 

最終処分場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存最終処分場               将来拡張予定地 
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3 現地調査(補足) 

 

(1) PRTR 届出工場 

PRTR 届出工場に対し，電話・メールによるヒアリング調査を行った。 

ヒアリングは，化学物質・有害物質を排出している工場のうち，特に排出量の多い 5業種(船

舶製造・修理業・船用機関製造業，化学工業，一般機械器具製造業，プラスチック製品製造業，

金属製品製造業)に着目して，各業種の PRTR 届出量と化学物質が含まれる原料や塗料等の年間

使用量や常時保管量の関係(大規模災害時の化学物質発生原単位)を設定する目的で行った。 

 

ア ヒアリング先 

本地域におけるヒアリング先は，図表 8.4 のとおり，西条ブロック 2市の中で特に届出量

の多い 3工場とした。 

 

図表 8.4 PRTR 届出工場ヒアリング先 

市 ヒアリング先 業種 

- B 社 船舶製造業 

- C 社 化学工業 

- E 社 一般機械器具製造業 

 

イ ヒアリング内容 

主なヒアリング項目は，以下のとおりである。 

 

・届出されている主な化学物質と届出量 

・化学物質が含まれるもの(原料，塗料，溶媒，溶剤等) 

・化学物質が含まれるものの使用方法と化学物質の排出工程 

・化学物質が含まれるものの年間使用量と常時保管量・保管方法 

・大規模災害時の流出対策 等 
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(2) 漁業協同組合 

処理困難物として，漁業に伴う廃棄物(船舶，漁具，養殖施設，保管施設等)の状況について

ヒアリング及び現地調査(漁港視察)を行った。 

ヒアリング結果の詳細は資料編に整理した。 

 

ア 開催概要 

(ｱ) 開催日 

平成 29 年 10 月 31 日(火) 

 

(ｲ) 調査内容 

処理困難物(廃船舶，漁網・漁具等)に関するヒアリング及び現地視察 

 

(ｳ) 調査工程 

 

時間 調査場所・調査内容 調査目的 主なヒアリング内容 

9:20 ～

10:20 

新居浜漁協：新居浜市 

・ヒアリング 

・沢津漁港視察 

大規模災害時に津波等

で流され，処理が必要

となる漁業系廃棄物に

関する基礎情報を把握

する。 

 

・主な漁船漁業，養殖について 

・漁船の数，漁業種類別・トン数

別の割合 

・使用する漁具について(大きさ・

重量，保管場所等) 

・水揚げ量(年間，1 日平均)，陸

揚げ後の出荷先 

・現状の漁船・漁具の処理方法 

・漁港内にある施設・設備(燃料タ

ンク等) 等 

10:50 ～

12:00 

ひうち漁協：西条市 

・ヒアリング 

・船溜まり視察 

13:00 ～

15:00 

西条漁協：西条市 

河原津漁協：西条市 

・ヒアリング 

・河原津漁港視察 

 

(3) 調査状況 

 

沢津漁港(新居浜市)           河原津漁港(西条市) 
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